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大阪府済生会富田林病院アメニティ施設整備運営事業 

に係る公募型プロポーザル方式実施要項 

 

１ 目的 

  この実施要項は、社会福祉法人
恩賜

財団 済生会支部大阪府済生会（以下「大阪府済生会」

という。）が建設中の大阪府済生会富田林病院（以下「病院」という。）の敷地及び

施設内において保険調剤薬局（以下「薬局」という。）１店舗を含むアメニティ施

設（飲料等の自動販売機を含む）を運営できる者（以下「事業者」という。）を、

公募型プロポーザル方式により選定するにあたり、本プロポーザルへの参加要件の

ほか、企画提案に係る審査・評価方法等の諸条件及び手続等を定めるものである。 

 

２ 事業の概要 

 （１）名  称 大阪府済生会富田林病院アメニティ施設整備運営事業 

（２）事業内容 薬局、コンビニエンスストア（以下「コンビニ」という。イート

インスペースを含む）、職員食堂（スタッフラウンジを含む）及

び飲料用自動販売機（以下「自動販売機」という。）の設置・運

営に必要な施設整備等を行い運営、維持管理業務を行う。 

 

３ 担当部署（窓口） 

大阪府済生会富田林病院 事務局 新病院建設準備課 

〒585-0082  大阪府富田林市向陽台 1 丁目 3 番 36 号 

電話番号     0721-29-4473  

FAX       0721-29-4474  

担当  岩瀬、舟橋、山田 

メールアドレス  soumukanri@tonbyo.org 

 

４ 事業実施場所 

   所 在 地 富田林市向陽台1丁目3番36号（コンビニ、職員食堂、自動販売機） 

         ※コンビニ、職員食堂の病院内での配置等については別図１参照 

          自動販売機の設置場所については別紙資料参照 

富田林市向陽台1丁目32番地（地番）内（敷地内保険調剤薬局） 

          ※多目的施設棟建設予定場所等は別図２参照 

 

５ 病院の概要 ※新病院 

 （１）名  称 社会福祉法人
恩賜

財団 大阪府済生会富田林病院 

 （２）所 在 地 大阪府富田林市向陽台１丁目3番36号 

 （３）病 床 数 ２６０床 

一般病床200床 地域包括ケア病床50床 お産センター10床 
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 （４）診療科目 １８診療科 

     内科、循環器内科、腎臓内科、消化器内科、泌尿器科、外科、整形外科、 

     皮膚科、形成外科、産婦人科、小児科、眼科、耳鼻咽喉科、脳神経外科、 

リハビリテーション科、麻酔科、放射線科、病理診断科 

 （５）外来診療日及び時間 

   ①診療日：平日及び土曜日（年末年始(12/29～1/3)、第三土曜日を除く） 

   ②時 間：９時から１７時 

 （６）処方数（院内）  

   ①病院における実績 

【平成29年度】 

１日平均外来者数 671名／通年1日  

１日平均処方枚数 456枚／外来診療日 

【平成30年度】 

１日平均外来者数 668名／通年1日  

１日平均処方枚数 448枚／外来診療日 

     ※診療科目は、上記（４）と同一 

   ②南河内小児急病診療事業における実績 

【平成29年度（実施日数72日）】 

１日平均外来者数 59名／通年1日、101名／繁忙期（12月～1月）1日 

１日平均処方枚数 56枚／通年1日 

【平成30年度（実施日数73日）】 

１日平均外来者数 53名／通年1日、 92名／繁忙期（12月～1月）1日 

１日平均処方枚数 53枚／通年1日 

     ※診察日：日、祝日及び年末年始（12月29日～1月3日） 

      注）１回の処方量は、通常１日分、連休及び年末年始については、連休

最終日までの日数分を上限とする。ただし、医師の指示が優先する。 

 

６ 公募の条件 

 （１）貸付施設の条件 

   ①大阪府済生会は、薬局、コンビニ及び職員食堂に係る各施設を借地借家法（平

成3年法律第90号）第３８条第１項に規定する定期建物賃貸借契約に基づき

事業者に一括して貸し付け、事業者はこれを借り受けるものとする。 

   ②貸付（契約）期間は、各施設の運営開始日から２０年後の当該日の属する年

度の末日までとする。ただし、大阪府済生会との協議により延長できるもの

とする。 

   ③各施設を一括して借り受けた事業者について、各施設を運営する事業者との

間に限り転貸借契約の締結を認めるものとする。 

 （２）施設賃借料 
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   ①施設賃借料は月額３，０００，０００円（消費税別途）とする。 

②事業者は、建築面積賃借料（1㎡当たり2,900円／年度（平成30年度実績）、富

田林市の規定等により変動する）及び貸付面積に係る公租公課について別途

負担するものとする。 

   ③施設賃借料の支払いは、当該施設の運営開設日の属する月分からとし、①で

決定した施設賃借料を１２で除して得た額（以下「月額賃借料」という。）

に消費税率を乗じて得た額（円未満切捨て）を翌月１０日までに支払う（振

込手数料は事業者負担）ものとする。なお、貸付期間が１月未満であっても、

その日数をもって１月とする。 

   ④事業者が貸付（契約）期間の満了前に運営を中止した場合の施設賃借料の支

払いは、施設を返還した日の属する月分までとする。なお、貸付期間が１月

未満であっても、その日数をもって１月とする。 

 （３）貸付（契約）期間満了後の措置 

    貸付施設の貸付（契約）期間満了後については、現状に回復し、甲に返還す

るものとする。ただし、甲が認めた場合は、この限りでない。 

 （４）各施設の運営開始時期等 

   ①事業者は、外来診療の開始日（令和2年10月頃の予定）に調剤業務、コンビニ、

職員食堂及び自動販売機の運営が開始できるよう開設準備を行うものとし、

当該時期までに必要な許認可等を取得するものとする。 

 （５）運営の条件 

   ア 薬局 

①施設整備条件については、大阪府済生会富田林病院アメニティ施設整備運営

事業に係る公募プロポーザル要求水準書（以下「要求水準書」という。）に

よるものとする。 

②病院の外来診療に応需することができる調剤機能を有すること。 

③事業者は、営業開始に向けた運営に必要な建物の内装工事や什器、備品の調

達等を行うものとし、工事等については、病院建設事業者と協議の上、実施

するものとする。 

   ④薬局の運営に必要な人件費、電気等の水道光熱費、物品等に係る費用等、そ

の他運営全般に係る経費は、事業者の負担とする。 

   ⑤薬局から排出される廃棄物等は、事業者の責任において処分すること。なお、

処分方法等については、病院との協議は可能。 

   ⑥貸付施設に係る、照明機器、空調機器、衛生設備その他業務の運営に必要な

機器等の保守点検及び修理並びに更新については、事業者で実施するものと

する。 

   イ コンビニ（イートインスペースを含む） 

   ①施設整備条件については、要求水準書によるものとする。 

   ②事業者は、営業開始に向けた運営に必要な内装工事や什器、備品の調達等を
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行うものとし、工事等については病院建設事業者と協議の上、実施するもの

とする。 

   ③コンビニ（イートインスペースを含む）の運営に必要な人件費、電気等の水

道光熱費、物品等に係る費用等、その他運営全般に係る経費は、事業者の負

担とする。 

   ④コンビニ（イートインスペースを含む）から排出される廃棄物等は、事業者

の責任において処分すること。なお、処分方法等については、病院との協議

は可能。 

   ⑤事業者が設置した貸付施設に係る、照明機器、空調機器、衛生設備その他業

務の運営に必要な機器等の保守点検及び修理並びに更新については、事業者

で実施するものとする。 

   ⑥事業者は、別紙記載の現病院のコンビニに設置した病院所有の設備機器、備

品等を病院との協議により決定した金額にて買い取るものとする。なお、買

い取った設備機器、備品等について、新病院での再設置（使用）は可とする。 

   ウ 職員食堂（スタッフラウンジを含む） 

①施設整備条件については、要求水準書によるものとする。 

   ②事業者は、営業開始に向けた運営に必要な内装工事や什器、備品の調達等を

行うものとし、工事等については病院建設事業者と協議の上、実施するもの

とする。 

   ③職員食堂（スタッフラウンジを含む）の運営に必要な人件費、電気等の水道

光熱費、物品等に係る費用等、その他運営全般に係る経費は、事業者の負担

とする。 

   ④職員食堂から排出される廃棄物等は、事業者の責任において処分すること。

なお、処分方法等については、病院との協議は可能。 

   ⑤事業者が設置した貸付施設に係る、照明機器、空調機器、衛生設備その他業

務の運営に必要な機器等の保守点検及び修理並びに更新については、事業者

で実施するものとする。 

   エ 自動販売機 

①施設整備条件については、別紙要求水準書によるものとする。 

   ②事業者は、営業開始に向けた運営に必要な機器の調達等を行うものとし、工

事等については病院建設事業者と協議の上、実施するものとする。 

   ③自動販売機の運営に必要な人件費、電気等の水道光熱費、機器の維持管理等

に係る費用等、その他運営全般に係る経費は、事業者の負担とする。 

   ④各自動販売機から排出されるペットボトル等の廃棄物等は、事業者の責任に

おいて処分すること。なお、処分方法等については、病院との協議は可能。 

   ⑤事業者が設置した機器の保守点検及び修理並びに更新については、事業者で

実施するものとする。 

   ⑥自動販売機は、本事業とは別途、当院が独自に設置する場合がある。 
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 （６）提案を求める各施設の機能等 

  ア 薬局 

   ①要求水準書に記載 

  イ コンビニ（イートインスペースを含む） 

   ①要求水準書に記載 

  ウ 職員食堂（スタッフラウンジを含む） 

   ①要求水準書に記載 

  エ 共通 

   ①コンビニ（自動販売機の売上を含む）、職員食堂の売上に対する課金率 

    課金率は、以下の想定売上から算定した率とすること 

     コンビニ：5,000,000円/月額 

     職員食堂： 520,000円/月額 

   ②病院の運営・経営等に貢献する提案 

   ③入院・外来患者及び職員のための環境及び利便性の向上に資する提案 

   ④病院と事業者間の協議機関の設置及び体制について 

 （７）その他の条件 

   ①各施設の開設に係る、官公庁への手続き、諸費用の支払い等は事業者が行う

ものとする。 

   ②電気及び水道については、病院から供給する。使用料（下水道料金を含む）

は、病院設置の電力量計及び水道メーターから算出する。ただし、自動販売

機に係る電気使用料については、設置する機器の電力消費量から算出する。

なお、薬局及びコンビニについてはガス機器の使用、自動販売機については

原則として給排水工事が必要となるタイプのものは認めない。 

   ③本事業に係る権利の第三者への譲渡、施設の転貸は認めない。ただし、大阪

府済生会が承認した場合は、この限りでない。 

   ④本事業の全部を再委託することは認めない。 

 

７ 参加資格要件 

  本プロポーザルに参加することができる者（以下、「応募者」という。）は、次に

掲げる要件を全て満たす者とする。 

  応募者は、複数の企業で構成される共同企業体で参加するものとし、各施設の一

括借上げを行うものを代表事業者（企業。保険調剤薬局経営企業は不可）、その他

の運営業務を行うものを構成員（企業）とする。 

また、本要項の公表の日（以下「基準日」という。）から施設賃貸借契約の締結の

日までの間に、参加資格要件のいずれかを満たさなくなった場合は、参加資格を有

していないものとみなす。 

（１）本事業を円滑に遂行でき、安定的かつ健全な財務能力を有する者。 

（２）大阪府暴力団排除条例（平成２２年大阪府条例第５８号）及び富田林市暴力
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団排除条例（平成２５年富田林市条例第３０号）による入札参加除外等の措

置を受けていない者であること。 

（３）次の各号の一に該当する事実があった後２年以上経過している者。（これを代

理人、支配人その他の使用人として使用する者についても同じ。） 

①契約の履行に当たり、故意に工事若しくは物品の製造を粗雑にし、又は品質

若しくは数量に関して不正の行為をした者 

②公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正な利益を

得るための連合をした者 

③交渉権者が契約を結ぶこと又は履行することを妨げた者 

④監督又は検査の実施に当たり職員及び職員が委託した者の職務の執行を妨

げた者 

⑤正当な理由がなく契約を履行しなかった者 

⑥契約に関する調査にあたり虚偽の申し出をした者 

⑦前各号に類する行為を行った者 

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定された

者でないこと。  
（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続の

開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定

による再生手続の開始の申立てがなされた場合は、厚生計画の認可決定又は

再生計画の認可決定がなされていること。 

（６）社会福祉法人恩賜財団済生会（大阪府済生会及び開設する病院を含む）と係

争中でないこと。 

 （７）薬局を運営する企業（個人事業者も可とする）については、医薬品、医療機

器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１

４５号）第７５条第１項及び第７５条の２第１項の規定に基づき行政処分を

現に受けている期間中でないこと。 

 （８）薬局を運営する企業については、業として薬局の設置及び営業に係る業務を

直接営んでいること。 

 （９）薬局を運営する企業（個人事業者も可とする）については、平成３１年４月

１日現在で、過去３年間に大阪府内で薬局の運営実績を有すること。 

 （10）コンビニを運営する企業（個人事業者も可とする）については、平成３１年

４月１日現在で、過去５年間に病床（医療法第 7 条第 2 項に規定する「一般

病床」）が 250 床以上の病院（医療法第 1 条の５第 1 項に規定する「病院」）

において３年以上継続してコンビニの運営を行った実績があること。 

 （11）職員食堂を運営する企業（個人事業者も可とする）については、平成３１年

４月１日現在で、過去５年間に３年以上継続して職員食堂（提供数 50 食以

上/日）の運営を行った実績があること。 

 （12）コンビニ及び職員食堂を運営する企業（個人事業者も可とする）については、
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平成３１年４月１日現在で、過去１年間に食品衛生法（昭和２２年法律第２ 

３３号）関連法令による行政処分等の措置を受けた者でないこと。 

 （13）代表事業者が、直接各事業を行わない場合、代表事業者の実績は問わない。

ただし、代表事業者は、国、大阪府又は富田林市の入札参加資格を有し（指

名停止等の措置を受けていないこと）、かつ、定期建物賃貸借契約で一括契

約している集合店舗施設等において不動産転貸借事業を行った実績を有す

るとともに、構成員に対して代表事業者と同等の義務を負わせ、これを監督

し、適切な指導・支援を行わなければならない。 

 （14）共同企業体の構成員で本事業を行うものが、フランチャイズチェーン本部や

エリアフランチャイズ事業者（以下「フランチャイズ本部等」という。）と

フランチャイズ契約又はライセンス契約等（以下「フランチャイズ契約等」

という。）により本事業を行うことは可とする。 

 （15）次に示すような場合は、本プロポーザルの参加は認められないので、十分調

整を行うこと。 

   ①複数の企画提案に係る事業者として参加した場合 

   ②複数の事業者が同一のフランチャイズを指定した場合 

 （16）選考委員が役員若しくは顧問として関係する営利法人その他の営利組織及び

該当組織に所属していないこと。 

 

８ 優先交渉権者の決定までのスケジュール 

内容 期間等 

公告及び実施要領等の交付 

質問受付開始 

令和元年５月２０日(月)  

～５月３１日(金) 

参加表明書の受付開始 令和元年５月２０日(月) 

参加表明書に係る質問提出期限 令和元年５月２４日(金) 午後３時 

参加表明書に係る質問への回答期限 令和元年５月２８日(火) 午後３時 

参加表明書提出期限 令和元年５月３１日(金) 午後３時 

参加資格審査結果通知 令和元年６月４日(火)  午後３時 

企画提案書に係る質問書提出期限 令和元年６月６日(木)  午後３時 

企画提案書に係る質問への回答期限 令和元年６月１１日(火) 午後３時 

企画提案書提出期限 令和元年６月１８日(火) 午後３時 

選考委員会（プレゼンテーション及び 

ヒアリング） 

令和元年６月２４日(月)、２６(水) 

（未決定、両日ともご予定ください） 

審査（優先交渉権者特定）結果の通知 令和元年６月２８日(金) 午後３時 

施設賃貸借契約締結 令和元年７月下旬頃   予定 

 

９ 優先交渉権者特定までの流れ 
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 ①上記７の要件をすべて満たす応募者（代表企業）が参加表明書を提出する。 

 ②参加表明をした者の参加資格要件を確認し、参加資格審査結果を通知する。 

 ③プロポーザルへの参加資格があると認められた者（以下「プロポーザル参加者」

という。）は、企画提案書等を提出する。 

 ④企画提案書を提出したプロポーザル参加者へプレゼンテーション等の時間、場所

等の詳細を通知する。 

 ⑤プレゼンテーション及びヒアリングにより企画提案内容を評価する。 

 ⑥各選考委員の評価基準に基づく企画提案の評価点数で順位を決定する。 

 ⑦⑥による順位１位を最も多く得た者を優先交渉権者とし、次に多く得た者を次順

位者とする。順位１位が同数の場合は、順位２位を最も多く得た者を優先交渉権

者とし、他を次順位者とする。 

 ⑧優先交渉権者及び次順位者を特定した場合は、令和元年６月２８日（金）午後３

までに該当者に電子メールで通知し、後日書面にて通知する。なお、審査結果に

ついて異議は認めない。 

 

１０ 優先交渉権者特定のための審査について 

  審査は、大阪府済生会富田林病院アメニティ施設整備運営事業者選考委員会（以

下「選考委員会」という。）において行う。 

 （１）選考委員会 

    選考委員会の委員は、次のとおりとする。 

氏  名 所属・職名等 

 堂 前 尚 親 社会福祉法人恩賜財団済生会支部大阪府済生会 副支部長 

 宮 崎 俊 一 社会福祉法人恩賜財団済生会支部大阪府済生会 理事 

 今 西 正 昭 大阪府済生会富田林病院 副院長 

 窪 田  剛 大阪府済生会富田林病院 副院長 

 山 岡 伸 行 大阪府済生会富田林病院 副院長 

 那 須 久美子 大阪府済生会富田林病院 看護部長 

 新 田 博 昭 大阪府済生会富田林病院 事務部長 

 （２）審査 

   ①提出された企画提案書等及びヒアリング内容を「大阪府済生会富田林病院ア

メニティ施設整備運営事業公募型プロポーザル方式に係る評価基準書」（以

下「評価基準書」という。）に基づいて審査する。 

 

１１ プロポーザルに係る関係書類等の交付 

 （１）交付期間 

    令和元年５月２０日（月）から令和元年５月３１日（金）まで 

 （２）交付時間 
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午前１０時から午後３時まで 

     ※交付時間は、日・祝・第三土曜を除く午前10時から午後3時まで 

      （土曜日は午前11時まで） 

 （３）交付場所 

    ４の担当部署 

    なお、関係書類は、病院のホームページからダウンロード可能である 

 

１２ 参加表明書等の提出 

  参加資格の要件をすべて満たすと思料する応募者（代表企業）は、次の書類を提

出すること。 

 （１）提出書類 

   ①参加表明書（様式第１号） 

   ②参加資格審査申請書及び誓約書（様式第２号） 

   ③７の（９）に係る企業の業務実績（様式第３号の１） 

   ④７の（10）に係る企業の業務実績（様式第３号の２） 

   ⑤７の（11）に係る企業の業務実績（様式第３号の３） 

   ⑥７の（13）に係る企業の業務実績（様式第３号の４） 

   ⑦企業概要書（様式第５号）その他会社パンフレット等、沿革及び営業実態等

が分かるもの 

   ⑧薬局を運営する企業の直近３年分の決算資料（貸借対照表、損益計算書、キ

ャッシュフロー計算書） 

   ⑨今回の参加表明にあたり、応募者を代表企業とする共同企業体として参加す

ることを各構成員（企業）が承諾していることを証する書面（様式任意） 

 （２）提出期限 

令和元年５月３１日（金）午後３時まで 

     ※受付時間は、日・祝・第三土曜を除く午前10時から午後3時まで 

      （土曜日は午前11時まで） 

 （３）提出部数 

    正本１部、副本２０部とし、１部ずつフラットファイル等に綴ること。 

 （４）提出先等 

   ①提出先 

    ４の担当部署（窓口） 

   ②提出方法 

    持参のみとする。 

   ③留意事項 

    様式については、参加表明書等の提出日時点において記載すること。 

 （５）参加資格審査結果 

    参加資格審査結果及び企画提案書の提出要請は、令和元年５月３０日（木）



 10 / 13 

 

午後３時までにメールで通知し、後日書面にて通知を行う。なお、審査結果

について異議は認めない。 

 （６）参加表明書等に関する質問書の提出手続等 

    参加表明書等の作成に関する質問がある場合は、質問書（様式第６号）によ

り提出すること。（様式内、質問対象欄の参加表明の□にチェック） 

①質問書の提出期限 

令和元年５月２４日（金）午後３時まで 

   ②提出先 

    ４の担当部署（窓口） 

   ③提出方法 

    電子メールにより提出する。（必ず担当部署に受信を確認すること。） 

   ④回答方法 

    質問に対する回答は、令和元年５月２８日（火）午後３時までに病院ホーム

ページに掲載する。 

 

１３ 参加表明後の辞退 

  参加表明書の提出後、参加を取りやめる場合は、参加辞退書（様式第７号）を提

出すること。 

 （１）提出期限 

令和元年６月１１日（火）午後３まで 

     ※受付時間は、日・祝・第三土曜を除く午前10時から午後3時まで 

      （土曜日は午前11時まで） 

 （２）提出先 

    ４の担当部署（窓口） 

 （３）提出方法 

   ①持参又は郵送とする。 

   ②郵送の場合は、簡易書留とし、上記提出期限までに必着すること。（不慮の事

故による紛失や遅配については考慮しない。）なお、封筒の表面に「大阪府

済生会富田林病院アメニティ施設整備運営事業参加辞退書在中」と記載する

こと。 

 

１４ 現地説明会 

  現地説明会は実施しない。 

 

１５ プロポーザル参加者が１者である場合の措置 

  プロポーザル参加者が１者であっても企画提案書の審査を実施する。 

 

１６ 企画提案書の提出 
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企画提案書の提出要請を受けたプロポーザル参加者は、次の書類を提出すること。 

 （１）提出書類 

   ①企画提案書表紙（様式第８号） 

   ②企画提案書（様式任意） 

 （２）企画提案書の書式等 

   ①評価基準書の「評価項目」に記載されている各施設の課題に対する考え方及

び具体的な提案をＡ４判（様式任意）１０枚以内にわかりやすくまとめて示

すこと。 

   ②用紙は片面のみを使用すること。 

   ③各課題に項目分けし、イラスト、イメージ図並びに文章表現を含めて自由と

する。ただし、主たる文章の文字の大きさは１１ポイント以上とし、読みや

すさに配慮すること。 

   ④平面図、イメージ図など添付図面はＡ３までの用紙（片面印刷）を用いるこ

とは可とする。（企画提案書の規定枚数とは別途５枚以内とし、Ａ４判に折

り企画提案書に綴ること。） 

   ⑤プロポーザル参加者が特定できる内容の記述（会社名やロゴマーク等）を記

載しないこと。 

 （３）提出期限 

令和元年６月１８日（火）午後３時まで 

     ※受付時間は、日・祝・第三土曜を除く午前10時から午後3時まで 

      （土曜日は午前11時まで） 

 （４）提出部数 

    正本１部、副本２０部とし、１部ずつフラットファイル等に綴ること。 

 （５）提出先等 

   ①提出先 

    ４の担当部署（窓口） 

   ②提出方法 

    持参のみとする。 

 （７）企画提案書に関する質問書の提出手続等 

    企画提案書の作成に関する質問がある場合は、質問書（様式第６号）により

提出すること。（様式内、質問対象欄の企画提案の□にチェック） 

①質問書の提出期限 

令和元年６月６日（木）午後３時まで 

   ②提出先 

    ４の担当部署（窓口） 

   ③提出方法 

    電子メールにより提出する。（必ず担当部署に受信を確認すること。） 

   ④回答方法 



 12 / 13 

 

    質問に対する回答は、令和元年６月１１日（火）午後３時までに有参加資格

者に対し、全ての質問に対する回答をメールにて行う。 

 

１７ 選考委員会について 

  企画提案書等を確認し、１９②に該当しないことが確認されたプロポーザル参加

者に対し選考委員会（プレゼンテーション及びヒアリング）の時間、場所等の詳細

事項を通知する。 

 

１８ 企画提案書等の取扱い 

  企画提案書の取扱いについては次のとおりとする。 

 ①提出後の企画提案書等の訂正、追加及び最提出は認めない。 

 ②著作権は原則としてそれぞれのプロポーザル参加者に帰属する。ただし、審査に

よって優先交渉権者に採用された企画提案書等の著作権は大阪府済生会に帰属す

るものとする。 

 ③提出された企画提案書等は、原則非公開とする。 

 ④提出された申請書等及び企画提案書等は返却しない。 

 ⑤提出書類は、審査に必要な範囲で複製を作成する場合がある。 

 ⑥提出された申請書等及び企画提案書等は、プロポーザル参加資格の確認及び提案

内容の評価以外提案者に無断で使用しない。 

 

１９ 失格条件 

  プロポーザル参加者が、次の条項のいずれかに該当した場合は、失格とする。 

 ①この公告に定める手続き以外の手法により、選考委員会委員又は担当部署等関係

者に本プロポーザルに対する援助を直接又は間接に求めた場合。 

 ②企画提案書に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていなかったとき、又は

それ以外の事項や虚偽の内容が記載されていたとき。 

 ③企画提案書が１６（３）に示す提出期限までに提出されかった場合。 

 

２０ 選定結果の通知 

  選考委員会が優先交渉権者及び次順位者を特定した場合は、令和元年６月２８日

（金）午後３時までに該当者に電子メールで通知し、後日書面にて通知を行う。な

お、審査結果について異議は認めない。 

 

２１ その他 

 （１）本プロポーザル後の協議 

    大阪府済生会は、優先交渉権者に決定した者と、速やかに協議を行い、協議

による決定事項について結論を得るものとする。 

 （２）優先交渉権者と契約締結を行わない場合 
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①優先交渉権者が事業契約の締結までに資格要件を満たさなくなった場合及び

その他の理由において優先交渉権者との事業契約が締結できない場合は、当

該優先交渉権者の優先交渉権を取り消し、次順位者を交渉権者とし契約交渉

を行う。 

②優先交渉権者は、事業契約の締結ができないことが明らかとなった場合は、

大阪府済生会に対し、速やかに文書（様式任意）によりその旨を届出ること。 

（３）停止条件 

本プロポーザルは、以下を停止条件とする。なお、この停止条件が成就しな

いことにより契約を行わない場合は、大阪府済生会はこれによって生じた損害

を賠償する責を負わないものとする。 

①社会福祉法人恩賜財団済生会支部大阪府済生会理事会の承認を得ること。 

 （４）その他留意事項 

①本プロポーザルに参加する費用は、すべて参加者の負担とする。 

②本要項に係る手続きで使用する通貨は、日本国通貨とし、単位は円とする。 

③企画提案書の作成等にあたって大阪府済生会から受領した資料は、大阪府済

生会の了解なく公表及び使用してはならない。 

④選定結果については、病院ホームページで公表する。 

⑤本要項及び企画提案書に記載されていない事項については、協議により定め

る。 

（５）競争入札の取りやめ又は延期 

本プロポーザルは、取りやめ又は延期することがある。 

（６）契約保証金 

免除とする 

 


